
地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途

１　地方消費税（交付金）引上げ分（社会保障財源化分）歳入決算額 777,989 千円

２　社会保障施策に要する経費 千円　※１

３　２の経費の内、一般財源充当額 5,228,748 千円

777,989 千円

【社会保障施策に要する経費とその財源内訳】 （単位：千円）

国・県
支出金

市　債 その他

地方消費税
（交付金）引
上げ分
（社会保障財
源化分）

その他

生活保護 1,375,845 1,110,916 15,844 37,062 212,023

児童母子福祉
（児童手当、私立保育所、こども医療等）

4,310,410 2,778,656 460,959 159,324 911,471

障がい者高齢福祉 2,052,044 1,320,816 6,381 107,851 616,996

社会福祉 135,025 92,970 0 6,257 35,798

小　　　計 7,873,324 5,303,358 0 483,184 310,494 1,776,288

国民健康保険（一般会計繰出金） 885,220 461,610 0 63,029 360,581

介護保険（一般会計繰出金等） 1,121,903 10,194 0 165,412 946,297

後期高齢者医療（一般会計繰出金） 1,108,731 130,045 0 145,619 833,067

小　　　計 3,115,854 601,849 0 0 374,060 2,139,945

保健衛生（母子保健） 103,929 1,642 0 15,219 87,068

予防健康（予防接種、健康診断等） 578,047 0 52,373 78,216 447,458

小　　　計 681,976 1,642 0 52,373 93,435 534,526

11,671,154 5,906,849 0 535,557 777,989 4,450,759

※１

※２

11,671,154

地方消費税収（引上げ分）については、地方税法第７２条の１１６において、消費税法第１条第２項に規定する社
会保障４経費（制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策
に要する経費）を含む社会保障施策（社会保障４経費に予防接種、健康診断、障がい者サービスを加える）に充
てることとされています。

社会
福祉

社会
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合　　　　　計

前頁の「社会保障関係費の推移」の総事業費H２７決算の額１４，１８７，２４６千円と上の表の経費の合計１１,６７
１，１５４千円が異なるのは、 地方消費税（交付金）引上げ分（社会保障財源化分）は、事務職員の人件費や事
務費に充てることができないこと、また各施設の管理費、高齢者交通費助成等を除いているためです。

消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策（社会福祉、社
会保険及び保険衛生に関する施策をいう。）に要する経費　※２

４　３の一般財源充当額の内、地方消費税交付金引上げ分（社会保障財源化分）
　　充当額

事　　業　　名 経　費

財源内訳

特定財源 一般財源


